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平成１０年度産地概況調査結果
報道発表資料本文

平成11年４月13日

中小企業庁

毎年、全国の主要な産地の現状と最近の業況等を把握するためにアンケート調査を

実 施しているが、その10年度調査結果の概要は以下のとおり。

調査時点

平成10年９月末

但し、意識調査（産地における問題等）記入時点は平成10年11月

調査対象（回答産地数）年間生産額がおおむね５億円以上の554産地

主な内容

全国産地の総生産額は減少

平成９年の全国の産地（回答産地532）の総生産額は12兆8,142億円となっている。

これを業種別に見ると、「衣服・その他繊維製品」が最も多く2兆6,860億円、次いで

「繊維」2兆2,895億円、「機械・金属」2兆1,346億円の順となっている。

地域別に見ると、関東の産地が３兆4,517億円と全体の26.9％を占め、続いて近畿

が２兆７，7,800億円と全体の21.7％を占めている。

また、平成10年の全国の産地（回答産地530）の総生産額（計画又は見込み）は、

平成９年実績に対して6.6％減の見通しとなっている。これを業種別に見ると、「食料

品」のうち「水産加工」が対前年実績0.1％増となっている他は全ての業種でマイナス

となっている。

産地企業の倒産・廃業は増加
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平成９年の産地の倒産企業数は233企業、転業企業数は278企業、廃業企業数は

1,641企業、休業企業数は1,009企業そして新規開業企業数は235企業であった（回答

産地343）。

また、平成10年（1～9月）の産地の倒産企業数は189企業、転業企業数は428企

業、廃業企業数は1,758企業、休業企業数は882企業そして新規開業企業数は224企

業であった（回答産地286）。

一方、意識調査においては、産地の倒産・廃業動向について、「大幅に増加してい

る」が8.7％、「やや増加している」が47.9％と５割超の産地で倒産・廃業が増加してい

る。

倒産・廃業が産地に与える影響については、「産地の活気がなくなる」を挙げた産

地が73.1％、「倒産・廃業企業の従業者を他で吸収できない」を挙げた産地が

26.6％、「集積の分業機能が低下」を挙げた産地が17.1％と多く、倒産・廃業は産地

の活力に大きな影響を与えていると考えられる。

産地の抱える問題

産地の抱える問題について、「内需の不振」を挙げた産地が84.7％と最も多く、次い

で「受注単価の低下」を挙げた産地が42.3％、「競合輸入品の増加」を挙げた産地が

36.7％、「熟練技術・技能工の高齢化」を挙げた産地が25.4％、「後継者難」を挙げた

産地が25.0％等となっている。

集積メリットの動向

産地の集積メリットを見ると「原材料・部品調達が容易」、「公的支援を受けやす

い」、「市場情報収集が容易」、「適切な分業体制が築かれている」、「販路が確立さ

れている」、「適度な競争が存在する」と回答した産地が多く、多数の企業が隣接する

ことにより、公的支援が受けやすかったり、情報や部品等の調達の面で有利であっ

たり、また、多数の企業が密集することによる競争によって品質向上が図られ、競争

力を生み出す源泉となってきたことがうかがえる。その中で近年失われつつあるメリ

ットについては、「熟練技術・技能工の確保が容易である」、「人材の育成が容易」と

回答した産地が多く、技術者・熟練工を始めとする労働力の確保・育成が大きな課題

となっていることがうかがえる。
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雇用の動向

従業者の過不足感は、熟練技術・技能工については「大幅過剰」が0.6％、「やや過

剰」が8.2％、「適切」が34.2％、「やや不足」が50.2％、「大幅不足」が6.8％、一般労働

者については「大幅過剰」が0.8％、「やや過剰」が26.1％、「適切」が50.4％、「やや不

足」が20.3％、「大幅不足」が2.4％であった。

企業間の業況格差は拡大

産地内の企業間の業況格差については、「大幅に拡大している」が5.3％、「拡大し

ている」が45.4％と５割以上の産地で企業間の業況のばらつきが顕著になっている。

業況格差の拡大理由としては、「顧客ニーズ把握への取り組みの格差」が65.0％、

「研究開発活動への取り組みの格差」が52.9％、「新分野進出への取り組みの格差」

が35.0％、「機械設備の多少や性能の格差」が29.6％、「独自技術の保有の有無」が

29.2％等となっている。

今後の対応策は「製品の高付加価値化」や「新製品の開発・新分野進出」

今後重点的にとるべき対応策について、「製品の高付加価値化」を挙げた産地が

72.5％、「新製品開発・新分野進出」を挙げた産地が65.4％となっており、産地企業が

製品の高付加価値化、技術開発等の必要性を認識していることが分かる。また、「消

費者ニーズに合わせた多品種小ロット生産」、「後継者育成」もそれぞれ60.9％、

55.1％と重要な課題となっている。

産地活性化のため望まれる公的支援

産地活性化のため望まれている公的支援については、「金融支援」を挙げた産地

が59.5％、「公的試験研究所の整備」を挙げた産地が35.6％、「熟練技術・技能工の

育成」を挙げた産地が25.1％、「技術の指導」を挙げた産地が24.8％、「異業種交流

の推進」を挙げた産地が19.3％等であった。

年度別の推移－企業数は最高時の55％、従業者数は同63％に減少

3/4 ページ中小企業庁：MITI報道発表資料本文

2009/12/02http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/santi/h10sanchi.html



このページのトップへ
利用規約 ¦ 免責事項 ¦ プライバシーポリシー ¦ 各省庁サイト検索

今回調査の企業数や生産額を過去調査の最高時と比較して見ると、企業数では、

最高時昭和60年の121,160企業に対して平成10年９月現在の66,219企業は54.7％、

従業者数では、最高時昭和56年の1,057,482人に対して平成10年９月現在の667,358

人は63.1％、生産額では、最高時の平成２年の16兆4,327億円に対し平成９年実績額

の12兆8,142億円は78.0％、輸出額では、最高時昭和59年の１兆6,016億円に対して

平成９年実績額の5,810億円は36.3％、輸出型産地（生産地の生産額に占める輸出

額の割合が20％以上の産地）の数では、最高時昭和48年の100産地に対して平成10

年の32産地は32.0％にそれぞれ減少している。
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